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「介護予防活動の効果的・効率的実施を目指すための手引き」 

１. 目的 

本手引き書は、全国の各自治体が展開する介護予防事業に活かされることを願って、社

会資源や社会参加への無関心層を含めた高齢者に対して、介護予防についての意識形成と

行動変容を働きかけるようなアプローチ方法の要点を示すものである。 

この背景として、住民自身が自らの加齢による機能変化に気付き、要介護に陥らないよ

うセルフケアや地域の社会資源を利用するといったニーズや行動変容がおきなければ、通

いの場を含む介護予防事業の実効性が上がらないという課題がある。 

本手引き書では、地域特性に応じて住民の気づきやモチベーションを高めるような取り

組みを行っている各地の協力自治体の好事例を示すとともに、社会資源や社会参加に対す

るニーズが乏しい高齢者について、事業や活動に参加しない理由、地域資源に望むこと、

普段の生活や健康づくり活動、行動変容ステージ、性格傾向等を実態調査から明らかにす

る。それらの結果から、住民の健康づくりや社会参加への動機づけと行動が促進されるよ

うなアプローチ手法のポイントを示したい。 

 

２. 協力自治体における住民の行動変容を促す実践例 

各自治体における主な一般介護予防事業、地域の社会資源の情報提供の方法、健康づく

り無関心層への取り組みの概要を巻末の別表に示す。その中で特徴的な取り組みをまとめ

て、大都市地域、大都市近郊地域、山間地域別に再掲する。 

  

１）大都市地域 

〔大田区の元気シニア・プロジェクト、地域ケア情報見える化サイト〕 

大田区では、東京都健康長寿医療センター研究所と協働し、地域ぐるみでフレイルの先

送りと健康余命の延伸を目指す「大田区元気シニア・プロジェクト」を展開している。自

治会・町会、シニアクラブ、民生委員児童委員、社会福祉協議会、シルバー人材センター、

地域包括支援センター、高齢福祉課、地域福祉課、特別出張所の職員らの他、企業・事業

所らから成る協議体「コミュニティ会議」が核となって、住民活動の支援や介護予防の普

及・啓発を行っている点が特徴的である。 

人口規模の大きい大都市では、集いの場づくりのみではターゲット人口を十分にカバー

できない。また、様々な既存の住民団体や法人・企業が、高齢者の健康づくりに関する取

り組みを実践しているため、関係機関を総動員して地域全体に対する普及啓発を展開する

ことが鍵となる。そのために、関係機関に“横ぐし”をさす共通キーワード（フレイル予

防、ポール・ウォーク、「さあにぎやかにいただく」など）を設定し、共通した問題意識の

もとで様々な実践活動が創出されている。また、本事業の一環として、町会役員や民生委

員によりイベント参加の誘いを行い、ひきこもりがちな人に直接声かけなどのアプローチ

を行っている。「大田区元気シニア・プロジェクト」の詳細および初期の効果については巻
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末資料に示す。 

さらに、大田区では多種多様な地域資源情報を一括管理し、ホームページ上で検索でき

るシステムとして「地域ケア情報見える化サイト」を立ち上げている。主なユーザーは、

地域包括やケアマネジャー、社会福祉協議会等に配置されたコーディネーターなどを想定

している。本サイトは、高齢者の参加意欲を高めることを意図して、高齢者が自宅周辺で

通えそうな社会参加の機会・場を可視化するよう設計されている。また、「絞り込み条件の

選択」や「キーワード検索」機能により、高齢者の微妙なニーズに応えながら、地域資源

を探すことも可能である。「地域ケア情報見える化サイト」の詳細は巻末資料に示す。 

 

〔江戸川区の健診受診者を対象としたフレイル調査と結果返却〕 

江戸川区では、健康づくりと介護予防を連動させた取り組みとして、健診受診者を対象

としたフレイル調査とその結果返却を行うことにより、社会活動に参加していなくても、

医療機関への受診、健診受診をしている人に対するアプローチを行っている。その内容は、

地元医師会と協働して、65歳以上の国保健診、後期高齢者健診、福祉健診受診者に対して、

独自で開発したフレイル評価の質問票の事前送付を行い、それらの結果を「判定表」とし

て個人返却し、医師による健診結果返却時には、医師からフレイルのリスクのある方に対

し指導用リーフレットを渡し声掛けしていただくというものである。実績として、65歳以

上の対象者の健診受診率は約 60%（75,000人）に達していることから、介護予防事業に参

加していない多くの住民に、健康づくりや社会参加への動機づけや行動促進のメッセージ

が届いていると考えられる。 

 

２）大都市近郊地域 

〔鳩山町の地域健康教室等、はとまるマップ、健康マイレージ事業、手作業の会〕 

鳩山町では、種々の介護予防事業を展開しているが、住民に主体性をもたせた取り組み

としては、地域健康教室が挙げられる。本教室は、鳩山町健康づくりサポーターの会（町

民ボランティア）が運営主体、町が支援（実施主体）となり、町内 4会場にて毎週 1回 90

分、体操及び交流の場として開催されている。延べ参加者数は、平成 27 年度 8,158 人、

平成 28年度 8,773人、平成 29年度 9,513人と年々増加している。 

 また、社会資源の情報を地域にあるインフォーマルな社会資源も含めて、カテゴリー別

－身体を動かしたい、交流したい、活躍したい、買い物支援サービス、家事支援サービス、

配食サービス、外出支援サービス、ハウスクリーニングサービス、訪問マッサージサービ

ス、出張理美容サービス、その他の生活支援サービス、介護保険サービス利用までの流れ、

町内の介護保険事業所一覧など－にわかりやすくまとめた冊子「はとまるマップ」を作成

し、随時住民に配布し説明、利用等を促している。 

 無関心層の興味を引く可能性があるアプローチとしては、「健康マイレージ事業」と「手

作業の会」という事業を実施している。「健康マイレージ事業」は、県と市町村の協働事業
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として、参加者が楽しみながら継続して健康づくりに取り組むため、歩数計によって計測

された歩数等に応じてポイントが付与され、当該付与されたポイントを抽選により賞品の

交換等に活用できる事業である。「手作業の会」は、ケアマネージャー等を経て、閉じこも

り傾向にある方、また軽度認知症の方等で事業への参加が必要と認められた方を対象とし

て、手作業を通して、生きがいやご本人の役割を再構築し、心身機能の維持、QOL の向上

を図ることを目的としている。内容としては、作業療法（エコクラフトやメタリックヤー

ン等）を主として実施し、他におもりを使った体操や昼食の選択と共食を行っている。 

 

〔和光市の民間企業とのコラボレーション、無関心層を含めたアプローチ〕 

和光市では、民間企業とのコンソーシアムに参画し、コンソーシアム会員企業との公民

連携に関する協定を締結し「わこう暮らし生き活きサービスプラザ」において、高齢者の

生活に関する相談や生活支援サービス等に関する情報提供を行うとともに、個人の生活課

題の解決に適したニーズに応じた、自費による商品及びサービスの紹介と提供を行ってい

る。さらに、「まちかど健康相談室」、「うぇるかむ事業」といった孤立予防、閉じこもり予

防を視野に入れた事業を展開中である。 

また、３年間で市内一巡の日常生活圏域ニーズ調査の未回答者に対する訪問調査を実施

しており、ニーズ調査の未返送者に対して、職員、地域包括支援センター及びヘルスサポ

ーター等の市民ボランティアが個別訪問を行っている。郵送調査と未返送者への訪問調査

により対象者のうちで状況が把握できた割合は 95.5％と悉皆的な調査となっており、大

部分の市民に介護予防のメッセージが届いていると考えられる。 

 

〔泉南市の多職種協働参加のタウンミーティング、無関心層を含めたアプローチ〕 

泉南市の「ＷＡＯ（輪を）地域、ＷＡＯ祭」は、地域包括ケアシステムの構築に向けて、

医師会・歯科医師会・薬剤師会・理学療法士会・作業療法士会・地域包括支援センター・

ＣＳＷ・生活支援コーディネーター・介護支援専門員連絡会・介護事業所等・介護者家族

の会などが多職種協働で開催している地域でのタウンミーティングである。 

また、日常生活圏域ニーズ調査の未回答者に対する訪問調査も実施しており、見守り等

の支援継続者の把握につとめている。さらには、保健センター・国保・介護部門の保健師

が庁内保健師連絡会を結成し、保健師・管理栄養士合同が各地域でミニ健康講座（高血圧・

フレイル予防）を開始し、介護予防事業と保健事業の共同実施により対象となる住民層の

拡大が期待される。 
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３）山間地域 

〔上小阿仁村の集落健康教室、一人暮らしの方への電話・訪問〕 

 上小阿仁村では、コンパクトな地域特性を生かして、高齢者のみならず４０歳以上の住

民を対象に、健康づくりと介護予防の両面を採り入れた集落健康教室を開催していた。住

民の健康状態は、生活状況も含めて保健師が様々な現場で把握している。その一環として、

一人暮らしの高齢者には、無関心層や情報弱者が含まれているという考えのもとで、一人

暮らしの方への電話・訪問を実施している。 

 

〔養父市の地域づくり型フレイル予防教室、地域見える化シート〕 

養父市では、住民の行動変容を促すための取り組みとして、住民同士が誘い合って健康づ

くりに取り組めるような地域づくりに主眼を置いており、行政区単位（徒歩圏域ごと）に、

住民が運営するフレイル予防教室（「毎日元気にクラス」）といった機能低下予防のための場

づくりを行っている。これまでに、フレイル予防教室は 53 箇所（全行政区の 34.4%）に広

がっている。住民一人ひとりに行政がアプローチして加齢による変化への気づきをもたら

し行動を促すには限界があるため、全 154行政区を年に一度保健師等が巡回し、住民同士の

声のかけ合い、誘い合いを促し、それらを通して住民の意識や行動変容につなげることをね

らいとしている。住民から心配な人（閉じこもり、孤立、フレイル、認知症等のリスクが心

配される等）の情報を得た場合は、職員が訪問する等の対応を適宜おこなっている。 

また、社会福祉協議会が行っている地域福祉連絡会で介護保険課がファシリテーターと

なり、区長・民生委員・民生協力委員・福祉委員等と一緒に「養父市地域見える化シート」

（各地区単位でまとめた社会資源：基礎データ（人口、世帯数、高齢者のみの世帯数等）、

人の宝（ボランティアグループ、NPO等）、福祉活動（地域サロン、見守り活動等）、地域の

宝（集いの場、運動の場、生活支援、伝統行事等）といったカテゴリーで情報が整理されて

いる）に地域資源をまとめるなど、住民と共に地域資源を整理して、それらの存在を知って

もらい利用につなげたりするよう働きかけを行ってきた。 

その他、介護保険課、社会福祉協議会が自治協議会に聞き取り調査を実施してまとめた

「集いの場一覧表」を各地区に提供し、活用してもらっている。「集いの場一覧」には、自

治協議会主催の集いとフレイル予防教室についての情報（場所、日時等）が掲載されている。

各地区では、このような情報を地区住民に提供するほか、フレイル予防教室の開催を知らせ

る町内放送や、開催日時を知らせるチラシを全戸配布等により、全住民に情報を届けている。 

 このように、徒歩圏域ごとに機能低下予防の取り組みができる受け皿を整備し、地域と個

人の両方に参加の働きかけをした結果、フレイル予防教室の開催地区では 65歳以上の住民

の 32.8%が教室に参加している。 
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３. 社会資源や社会参加に対するニーズが乏しい高齢者の実態調査から得られた結果 

埼玉県鳩山町在住の社会資源や社会参加に対するニーズが乏しい高齢者の特徴を把握

するために、郵送調査データの分析、及びインタビュー調査を実施した。調査結果の詳細

は、平成 30 年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「介護予防活動

を効果的・効率的に実施するための調査研究事業（事業担当者（総括）西 真理子）」報告

書に記載した。 

 

１）郵送調査データの分析は、要介護認定を受けておらず、自宅で生活している 65 歳

以上の者全員 5,150 名を対象とし平成 30 年 1 月に実施した質問紙への回答データを用い

た。回収できた 3,903 名（回収率 75.8%）の中から、無記入、ラベルはがし、入院・入所

中、研究分析に使用することについての同意なしなどの計 673名を除いた 3,230名を解析

対象とした。 

図 1に示すグループ活動等の社会資源の利用ニーズに関する質問項目に対して、いずれ

かの項目に「参加したい」と回答した者をニーズあり群（712 人）、「参加したいものはな

い・参加したいと思わない」と回答した者をニーズなし群（2,348 人）と定義し、両群間

で健康行動（運動習慣、食生活、外出頻度、社会参加活動等）を比較した。さらに、介護

予防チェックリスト（新開ら、日本公衛誌、2010）を用いて、機能低下の評価を行った。

同チェックリストの各質問につき、ネガティブな回答に 1点、ポジティブな回答に 0点を

与え、15 項目の合計点を算出し（合計点の範囲は 0～15 点）、4 点以上を虚弱ありとし、

その頻度を両群間で健康行動の有無別で比較した。 

 

図 1. 次の事業や活動のうち、あなたが参加してみたいと思うものはどれですか 

１．運動や体操、ウォーキングなどの体力づくりを目的とした講座・教室・グループ活動 

２．食事や料理に関する講座・教室・グループ活動 

３．歯の手入れや、入れ歯に関する講座・教室・グループ活動 

４．脳の体操（脳トレ）などの認知症予防のための講座・教室・グループ活動 

５．心の健康を維持（うつ予防など）にするための講座・教室・グループ活動 

６．趣味（手芸、絵画、将棋、写真、歌など）の講座・教室・グループ活動 

７．気軽にお話をする交流を目的とした企画・教室・グループ活動 

８．ボランティア（社会貢献）活動 

９．ご自身の知識や経験を次世代に伝える活動・グループ活動 

10．その他（                            ） 

11．参加したいものはない・参加したいと思わない 
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その結果、運動はしないと回答した者は、ニーズあり群が 12.2％、なし群が 26.1％であ

り、ニーズあり群に比べてニーズなし群で多かった一方、運動を週に 5回以上実践してい

る者の割合は、ニーズあり群・なし群ともに 3割程度でほぼ同じ割合であった（表 1）。 

 

以下、表には示さないが、同様に、主食・主菜・副菜を 3つそろえて食べることが 1日

2 回以上の頻度、誰かと食事を共にする頻度はニーズなし群とニーズあり群と大差がなか

った。しかしながら、食品摂取の多様性（肉類、魚介類、卵類、牛乳、大豆製品、緑黄色

野菜類、海藻類、果物、芋類、油脂類の各食品群の 1 週間の食品摂取頻度より評価）は、

ニーズなし群では、ニーズあり群に比し少なかった。 

また、ニーズなし群では、ニーズあり群に比し、外出頻度が 1日 1回以上、生活用品・

食料品の買い物の頻度、社会・奉仕活動、地域行事、近所の訪問・つき合いに参加してい

る割合が有意に少なかった。 

次に、社会資源の利用ニーズの有無と健康行動の組み合わせにより、機能低下（虚弱）

との関連を検討した結果では、週に 5 回以上運動しているニーズなし群での虚弱の割合

は 11.4％であり、週に 5 回以上運動しているニーズあり群での虚弱の割合 6.5％よりも

高率であった（表略）。 

食生活との関連では、表 2に示すように、主食・主菜・副菜を 3つそろえて食べること

が 1 日 2 回以上のニーズなし群での虚弱の割合は 18.9％であり、主食・主菜・副菜を 3

つそろえて食べることが 1 日 2 回以上のニーズあり群での虚弱の割合 10.7％よりも高率

であった。同様に、共食の頻度が高い群、食品摂取多様性が高い群の中でも、ニーズなし

の者はニーズありの者よりも虚弱の頻度が多かった（表略）。 

さらに、ニーズなし群でも、地域行事、自治会活動、町内会活動、社会・奉仕活動に参

加している人は、ニーズあり群でこれらの活動に参加している人と同程度に機能低下の

頻度が少ない傾向を示した（表略）。 

表1. 地域資源利用ニーズの有無別の運動習慣

p* p†

運動習慣

週に5回以上 939 (30.9) 719 (30.9) 220 (31.2)

週に3-4回 713 (23.5) 575 (24.7) 138 (19.5)

週に1-2回 652 (21.5) 540 (23.2) 112 (15.9)

月に1-3回～1回未満 261 (8.6) 209 (9.0) 52 (7.4)

運動はしない 469 (15.5) 285 (12.2) 184 (26.1)

値は度数（％）で示し、各項目に無回答の者は該当項目から除外した。

*: χ2検定

†:性・年齢を調整した順序ロジスティック回帰分析

全体 ニーズなしニーズあり

＜0.001 ＜0.001
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以上の結果から、ニーズなし群の中でも健康行動を実践できている者とできていない者

で二極化していることが明らかとなった。したがって、現在実行できている方はそれを継

続していただくとともに、実行できていない方には健康行動に関するセルフケアの方法に

ついて啓発していくことが重要であると考えられる。 

  また、機能低下との関係において、健康行動を自らの生活内で実践できている場合でも、

さらに社会資源の利用や社会参加を追加することにより、機能低下防止の一定の効果が

上乗せされると推測される。したがって、ニーズなし群に対して、機能低下防止を目標に

掲げて社会資源の利用や社会参加を勧めることには意義があると考えられる。すでに、ニ

ーズなし群で社会活動に参加している方は、それを継続することを勧めたい。 

 

 

２）インタビュー調査は、上記１）のニーズなし群に対して聞き取り調査への協力依

頼を行い、参加が得られた 129名に対して１時間程度の対面による半構造化面接を行っ

た。インタビュー内容は、事業やグループ活動等を利用したいと思わない理由、普段の

生活習慣、地域へのニーズ、健康づくり行動等である。また、日本語版 Ten Item 

Personality Inventory(TIPI-J)（小塩真司、2012）用いた性格特性を調査し、外向性、

開放性、勤勉性、協調性、神経症傾向の５つの性格因子得点を求めた。 

129名への聞き取りの結果、39名は地域で行われているグループや活動、教室や講座

などに「参加している」と回答していたため集計から除外し、「参加していない」もしく

は「参加していない」と回答した人は 90名を分析対象とした。 

 その結果、地域資源の利用／社会参加しない理由としては、図 2 に示す通り、「人間関

係がネック」、「活動に興味がもてない」、「自分でやっている」、「仕事・家事で多忙」とい

表2.  ニーズの有無別かつ主食・主菜・副菜の摂取頻度の区分別の虚弱の割合

虚弱なし 34 (54.8) 493 (81.1) 101 (74.8) 1827 (89.3)

虚弱あり 28 (45.2)b 115 (18.9)b 34 (25.2)b 218 (10.7)

値は度数（％）で示し、各項目に無回答の者は該当項目から除外した。

a: χ2検定

地域資源の利用ニーズ*主食・主菜・副菜の摂取頻度

pa

<0.001

主食・主菜・副菜の摂取頻度：主食・主菜・副菜を3つそろえて食べることが1日2回以上あるの

は週に何日ありますか？という質問に対し、「ほぼ毎日」「週に4~5日」「週に2～3日」「ほ

とんどない」の四択で回答

摂取頻度低：週に2～3日未満、摂取頻度高：週に4～5日以上

ニーズなし*

摂取頻度低

ニーズなし*

摂取頻度高

ニーズあり*

摂取頻度低

ニーズあり*

摂取頻度高

b: ニーズあり*摂取頻度高群に比べて有意に多かった項目（性・年齢を調整したロジスティック

回帰分析）
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う回答が多かった。「人間関係がネック」、「自分でやっている」という回答は、先述した郵

送調査のデータ分析の結果を裏付けるものであると考えられるが、「活動に興味がもてな

い」との回答が多かった点は、今回のインタビュー調査にて新たに発見されたポイントで

ある。特に女性や 80 歳以上の年齢層で「活動に興味がもてない」者の割合は高く、この

課題に対する対応策を検討することが必要と思われる。 

 

図 2．地域で行われている活動に参加しない理由 

 

 

普段の生活で行っている活動としては「非運動系趣味」が最多であり（図 3）、参加した

い地域資源・活動も「非運動系のグループ活動・講座・イベント」が比較的多かった（図

4）。 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40%

交通の便が悪い

情報がない

経済的負担

今のままでいい、面倒

家のことで多忙

日時や予定に拘束されたくない

身体的理由

仕事で多忙

自分でやっている

活動内容に興味持てない

人間関係がネック

割合

回
答

全体(n=90)
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図 3．普段の生活スタイル 

 

  

図 4．ニーズなし群が求める地域資源

 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他不明

病院通い

ボランティア

テレビやネット

介護や孫の世話

畑仕事

家事や買い物

仕事している

運動系趣味

非運動系趣味

割合

回
答

女性(n=28) 男性（n=62)

0% 10%20%30%40%50%60%

その他

送迎付き・近場

非運動系の施設・場づくり

運動系の施設や場づくり

運動系のグループ活動・講座・イベン

ト

非運動系のグループ活動・講座・イベ

ント

参加する気なし／特になし

割合

回
答

女性(n=24) 男性(n=57)
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 実践している健康づくりとしては、散歩・ウォーキング、定期健診・通院、食事、サプリ・

健康食品と回答した人の割合が多かった（図 5）。 

 

図 5．ニーズなし群の健康づくり・セルフケアの内訳（全体） 

 

 

 次に、ニーズなし群の中の行動変容ステージを把握するために、「地域資源の情報一覧が

あれば確認・参加するか」の質問項目を、地域資源に対する関心の程度ととらえ、この質問

に「確認も参加もしないと思う」と回答した者を無関心層、「確認するが参加しないと思う」

を関心層、「確認するし、参加すると思う」と準備層と定義し、各層における基本属性、普

段の生活スタイル、参加したい地域資源、参照する情報源、健康づくり・セルフケアの実施

の有無等を比較した。 

 その結果、図 6に示すように、地域資源の一覧があれば、確認して参加すると回答した人

（準備層）が約２割、確認するが参加しない（関心層）が約５割と比較的高率を占めること

が明らかとなった。 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

何もやっていない

その他

脳トレ

健康情報を見る

規則正しい生活

筋トレ／スポーツ

サプリ／健康食品

その他の運動

食事

定期健診や通院

散歩/ウォーキング

割合

回
答

全体(n=90)
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図 6．地域資源への関心 

 
 

以下、図示しないが、準備層では、参加したい地域資源として、「非運動系グループ活動・

講座・イベント」が最多であり、健康づくり活動としては、「散歩・ウォーキング」、「定期

健診」、「食事」が比較的多かった。関心期でも、健康づくり活動として「散歩・ウォーキン

グ」、「定期健診」、「食事」、「運動」、「サプリ／健康食品」の割合が高かった。また、準備層

と関心層は、広報を見る割合が高かった。 

これに対し、無関心層は、家族構成や経済状況が関連している他、参加しない理由からも

意欲低下がうかがえ、心理・社会的状況が複合的に影響していることがうかがえた。また、

普段の生活スタイルや健康づくり・セルフケアの有無からも、テレビ視聴中心の比較的身体

活動が少ない生活を送っていることがうかがわれた。情報源に関しても無関心層では広報

を見る割合は少なかった。 

性格傾向としては、今回採り上げた５つの性格因子については、心理学の分野で表 3に示

す定義と特徴が示されている。 

 

表 3．性格傾向の５因子の定義と特徴 

  定義 高い 低い 

外向性 

Extraversion 

自分の関心や精力が外の

人や物に向けられる傾向 

社交的、活動的、刺激

希求、ポジティブ 

一人を好む、控え目 

安定を求める 

開放性 

Openness 

新たな美的、文化的、知

的な経験に開放的な傾向 

新しいもの好き、柔軟

な考え方、審美的 

なじんだものを好む 

保守的な考え方 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

不明

確認も参加もしないと思う

確認するが参加しないと思う

確認すると思うし、参加すると思う

割合

回
答

全体(n=90)
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勤勉性 

Conscientiousness 

計画性、責任感、勤勉性

の傾向 

自己規律、粘り強さ、

熟慮 

意思の弱さ、自信がな

い、ルーズ、いい加減 

協調性 

Agreeableness 

利己的ではなく協調的に

行動できる傾向 
思いやり、やさしさ 

自己中心的、競争的 

疑い深さ 

神経症傾向 

Neuroticism 

感情的反応の予測性と整

合性の傾向 

不安が高い、心配性、

ネガティブなとらえ

方 

のんき、のんびり、  

気分が安定している 

出典：Costa & McCrae(1992)および鶴光太郎著(2018)を元に改編 

 

今回の対象者では、男性では協調性の高い人の割合が最も多く、次いで外向性、勤勉性が

多い傾向であった。女性では、勤勉性が最も多く、次いで協調性、開放性が多い傾向を示し

た。行動変容ステージ別にみると、準備層は、協調性が高い人が比較的多く、関心層では、

勤勉性、神経症傾向が高い人が多い傾向を示した。無関心層では、外向性が高い人が比較的

多かった。 

 今回のインタビュー調査は、一地域のみの高齢者を対象としたものであり、かつ人数が限

られているため断定的なことは言えないが、得られた結果から以下のように考察する。 

 地域資源の利用／社会参加しない理由として、「活動に興味がもてない」と回答した者の

割合が比較的高く、この課題に対する対応策を検討することが必要と思われる。その一つと

して、普段の生活で行っている活動や参加したい地域資源・活動として比較的多かった「非

運動系趣味」に着目し、例えば、読書、園芸、手芸、絵画、歌、囲碁・将棋などの非運動系

の趣味のテーマとした取り組み（グループ活動支援・講座・イベント等）を考案することは

ニーズに応える一手段であると考えられる。こうした趣味活動はアルツハイマー病の予防

にも効果的であることが示されている。 

 また、実践している健康づくりとして、散歩・ウォーキング、定期健診・通院、食事、サ

プリ・健康食品と回答した人の割合が多かったことに着目し、地域のウォーキング環境の整

備（コース、マップ、グループ活動、ウォーキングラリー、インセンティブとなるポイント

制度など）、医療機関や医師会との連携、買い物先のスーパーマーケット、コンビニやドラ

ッグストアとの連携を図ることも有効なアプローチであると考えられる。 

 情報伝達手段としては、広報を用いて、困った時の相談先などのセーフティーネットを含

めた地域資源を絶えず提示することが準備層や関心層へのアプローチとして重要と考えら

れる。一方、無関心層には訪問などの個別アプローチが最も適しているものと考えられる。 

 性格特性を考慮したアプローチを検討する場合は、代表的な心理学的研究の知見をふま

え、以下のような視点が考えられる。 

①男性、及び準備層に多い協調性の高さ 

 個人の今後に関する危機感はなく、脅しメッセージには反応してこない。「心配な人がい
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るから誘ってほしい」、「社会（家族）のために…」、「あなたの力が必要」などの声掛けが有

効と考えられる。 

②女性、及び関心層に多い勤勉性、開放性の高さ 

 健康意識は高いが、魅力的なイベントや新しいものが好きなので、同じような内容の体操

や講座では「活動内容に興味がもてない」ことが生じやすいと思われる。ニーズの高い非運

動系のイベント・講座を中心に、目新しいテーマで実施することが有効だと考えられる。 

③無関心層に多い外向性と開放性の高さ 

 外向性が高い人が多いが、身体活動にはあまりつながっておらず、座りがちな行動が多か

ったと考えられる。外向性が高いので他人からの誘いには応じる可能性はある。社交的で新

しいものが好きな側面もあるので、個別的な介入・声掛けでその気にさせることができる可

能性がある。 

④関心層に多い勤勉性と神経症傾向 

神経症傾向の高さから不安が高く集団プログラムの参加には葛藤的だが、勤勉性が高く

一人でも取り組めることがあればコツコツ継続できる可能性がある。一人で取り組める活

動の提案が有効と考えられる。 

 

４. 住民の健康づくりや社会参加への動機づけと行動が促進されるようなアプローチ手法

の要点 

協力自治体の取り組み事例や社会資源や社会参加に対するニーズが乏しい高齢者の実

態調査の結果をふまえ、住民の健康づくりや社会参加への動機づけと行動が促進されるよ

うなアプローチ手法のポイントとして重要と考えられる点を以下に示す。 

 

【共通メッセージ】 

地域には、居住形態、家族構成、ライフスタイル、経済状態、学歴・経歴、役割、考え

方など様々な高齢者がおられるため、共通するメッセージとしては以下の通りとする。 

●仕事、家事、社会活動に携わるなど既に介護予防につながる生活スタイルを送ってい

る高齢者に対しては、その生活スタイルを出来るだけ継続していただき、生きがいや役割

を持ち続け、満足できる生活状態を維持していただくことが最も重要である。 

●生活習慣病をはじめとする種々の疾病により、身体機能や認知機能が低下している高

齢者に対しては、機能が制限される中でも出来るだけ自立した生活機能を維持していただ

くために、さらなる機能の低下を防ぐための種々のセルフケアに取り組んでいただくこと

が重要である。 

●健康行動を自らの生活内で実践できている高齢者に対しては、さらに社会資源の利用

や何らかの社会参加を行うことにより、機能の低下防止の効果が期待できる。 
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【自治体の取り組み】 

●保健部門との協働により、壮年期から健康づくりや社会参加への動機づけを行うこと。

この取り組みは、まだ介護予防に関係しない層に早期に働きかけ、将来的な無関心層を減ら

すことにつながると考えられる。具体的には、特定健診・後期高齢者健診受診者に対する機

能評価や健康教室・健康講座等における生活習慣病予防と介護予防の両方の教育・啓発であ

る。機能評価の具体例は、平成 30年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事

業「地域住民の加齢による変化を継続的に把握するための調査研究事業」で作成した手引き

書を参照されたい。 

●健康づくりや社会参加に関係する地域の社会資源情報を広報、及び冊子やホームペー

ジで住民に情報提供すること。困った時の相談先等のセーフティーネットの情報を含むこ

と。また、専門職が常駐による各種相談の窓口を設置する。 

●集いの場づくりではターゲット人口を十分にカバーできない大規模自治体では、既に

健康づくりや社会参加に関する取り組みを実践している様々な既存の住民団体や法人・企

業、関係機関を総動員して地域全体に対する普及啓発を展開すること。その際は、住民主体

で関係機関が集う協議体を核として、住民への支援や介護予防の普及・啓発を行う。関係機

関に“横ぐし”をさす共通キーワードを設定することも効果的である。 

●健康マイレージ等のインセンティブ提供、民間企業とのコラボレーション、多職種連携

によるタウンミーティングなど従来とは異なる観点からの事業を行う。 

●ポピュレーションアプローチではカバーしきれない層（閉じこもり、孤立、意欲低下な

ど）に対しては、住民からの情報を得るなどして、行政や住民代表から直接声かけや電話な

どのアプローチを行う。周囲の人から心配な人を気にかけてケアをしてもらえるよう啓発

していく。また、引きこもりがちな人を対象とした作業療法的な教室の開催や１人暮らしの

方へ電話や訪問を行う。 

●地域づくり型の通いの場作りを地域全体に拡大し、行政保健師等と住民、あるいは住民

同士の声のかけ合い、誘い合いを促し、それらを通して住民の意識や行動変容につなげる。

住民から心配な人の情報を得た場合は、職員が訪問する等の対応を行い、大部分の住民の情

報を把握する。 

●悉皆的な調査、例えば、日常生活圏域ニーズ調査とその未回答者に対する訪問を行い、

その機会を利用して、住民の大部分に健康づくりや社会参加への動機づけや社会資源の情

報を伝える。 

 

【事業の方向性、テーマ】 

●事業テーマとして、「非運動系趣味」に着目し、例えば、読書、園芸、手芸、絵画、歌、

囲碁・将棋などの趣味をテーマとした取り組み（グループ活動支援・講座・イベント等）を

行う。従来、趣味や生きがい講座は、社会参加に関する取り組みの一つとして扱われてきた

が、グループ活動だけでなく、個人が自宅で行う活動にも焦点を当て、一人でコツコツと続
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けられるツールや発表の場などを提供する。 

●高齢者の多くが実践している健康づくりと考えられる、散歩・ウォーキング、定期健診・

通院、食事、サプリ・健康食品に着目し、地域のウォーキング環境の整備（コース、マップ、

グループ活動、ウォーキングラリー、インセンティブとなるポイント制度など）、医療機関

や医師会との連携（医療機関への掲示、主治医からの声かけ、緊急令ケースの連絡体制など）、

買い物先のスーパーマーケット、コンビニやドラッグストアとの連携（ポスター掲示、リー

フレット配布、薬剤師・栄養士からの働きかけなど）を構築する。 

●「地域資源の情報一覧があれば確認・参加するか」等の質問を行い、「確認も参加もし

ないと思う」と回答した者を無関心層、「確認するが参加しないと思う」を関心層、「確認す

るし、参加すると思う」と準備層ととらえ、各層に対して行動科学的なアプローチやアドバ

イスを行うことも一つの方法である。 

 

 以上の要点を各自治体における具体的な事業の立案に活かしていただきたい。 

 

５. 今後の課題 

本手引き書では、社会資源や社会参加への無関心層を含めた高齢者に対して、介護予防に

ついての意識形成と行動変容を働きかけるようなアプローチ方法の要点を示した。今後は

この要点を参考にしていただき、全国の各自治体が各々の地域特性を考慮した介護予防事

業を立案、実践していただくことを願う。そして、それらの事業が効果的であるかについて、

今後、市町村の現場で検証する必要がある。 

現在、行政職員が減少していく中で、今後ますます住民の力を借りる必要性は大きい。そ

のような状況のもとで協力自治体では創意工夫を重ねて幾つかの特徴的な事業を実施して

いる。今後は、これらの事業の発展を祈念しつつ、出来るだけ多くの住民が健康づくりや社

会参加、社会資源の有効利用を行っていただくことを期待する。「非運動系趣味」をテーマ

とした事業を提案したものの、そのためにかかる費用を考慮すると、住民が自主的に非運動

系趣味を享受して、その成果を発表するなどの仕組みづくりの模索が必要であろう。 

また、高齢者になってからはじめて、健康づくりや社会参加に取り組むことは大変で、そ

れまでに培われた生活習慣の修正は容易ではないことも想像される。したがって、壮年期か

ら健康づくりや社会参加への動機づけを行うことは重要であり、そのために保健部門と協

働して住民に啓蒙するとともに、産業保健とも連携して職場の健康経営の中にも健康長寿

につながる要素を組み込むことが望ましいと考えられる。 

今回実施した社会資源や社会参加に対するニーズが乏しい高齢者の実態調査については、

住民の特性が異なる地域では違った結果が出るかもしれない。それぞれの地域の実情を担

当者が十分に把握して、住民のニーズに合った対策が求められる。 

最後に、健康づくりや社会参加の行動促進のための動機付けの一手段として、高齢者でも

簡便に実施できる機能評価票、及び健康づくりに対するモチベーションをより高めるよう
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な結果票と行動表を、本事業と並行実施した「地域住民の加齢による変化を継続的に把握す

るための調査研究事業（事業担当者（総括）北村明彦）」において作成したので、その手引

き書も是非参考にしていただきたい。 

 

 

事業担当者（総括）西 真理子 東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保健

研究チーム 研究員 
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巻末資料 
  



秋田県上小阿仁村 群馬県草津町

1． 事業名など 集落健康教室 高齢者サロン

2． 実施対象
・集落内の概ね４０歳以上の方 ・６５歳以上の一般高齢者

3． 概要・実施方法・特徴など

各集落公民館を会場に集落内の交流の場、健康づくりや介護予防の場として実施。開催頻度や
内容は集落保健補導員・婦人会理事と事前に相談して計画する。

・週2回（火・木）午前9時～11時半
・介護予防サポ―ター（2名）
・群馬大学開発の筋トレ（鬼石モデル）を２セット実施。
・会場：草津町総合保健福祉センター

有 有

保健補導員・婦人会員、集落会、社会福祉協議会、歯科衛生士、村食生活改善推進協議会、警
察署・駐在所、読み聞かせボランティア・図書館、日赤、地域おこし協力隊、ユフォーレ（秋田県
健康増進交流センター）

平成１８年度に、群馬県介護高齢課・吾妻リハ広域支援センター（群馬リハビリテーション病院）
の協力の基、「介護予防サポーター養成講座」を開催した。サロンにおいて筋トレを指導するの
はサポーター２名。

5． 実績

平成29年度　年73回　延866名 平成２９年度実績
開催回数：９８回　（参加延べ人数２，７８９人）
名簿登録者：２９人（研修会参加等の実績から）

6． 課題

新規参加者等、より多くの方が参加できるようなプログラム準備。（特に男性の参加が少ない。）
リーダー的な役割を担う人材の不足。自主活動の内容の充実。

①介護予防サポーターの後継者不足
②会場が保健センター１ヶ所のみ。老人クラブ等々連携し、町内の各地域へ広めたい。参加だけ
でなく担い手を育成する。
③毎年、介護予防サポーターを対象としたフォローアップ研修会を実施しているが、サポーター
の掘り起しと新たな活動や定着化に結びつかない。

7． その他、特記事項

集落健康教室の内容により、介護予防事業・保健事業として実施している。（村内２０集落のう
ち、１９集落で開催。）当方で把握している以外にも自主活動で活動している集落も有。

介護予防の拠点を、町の総合保健福祉センターを中心に行ってきた。今後は徒歩圏内に集まれ
る場所・人（役割を持つ）を確保する事が急務。（介護保険地域支援事業の生活支援体制整備
事業との調整も必要）
例：高齢者に身近な通いの場をつくる
介護サポーターのみならず、老人クラブ・他ボランティア団体と調整を行い継続性のある地域づ
くりを行って行く。
他にシニアヘルストライ（介護予防教室）、頭と体の体操教室を実施中。
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4． 社会資源の活用の有無、内容

さわやか健康教室 地域健康教室
はあとふるパワーアップ
体操支援者養成セミナー

はあとふるパワーアップ教室

・町内在住の65歳以上の方 ・町内在住のおおむね65歳以上を対象 ・町内在住の20歳以上の方 ・町内在住の65歳以上の方で介護予防チェックリストに4
項目以上該当の方

・年1コース（10回）実施
・「鳩山町健康づくりサポーターの会」（町民ボランティ
ア）および東京都健康長寿医療センター研究所と協働実
施。
・サポーターの会が、受付、進行、基本体操のリード、グ
ループワーク等の進行等の役割を担う。

・鳩山町健康づくりサポーターの会が運営主体、町が支
援（実施主体）
・町内4会場にて毎週1回、体操及び交流の場として開催
（1回90分）

・リハビリ職と連携し、地域の受け皿となる地域住民の
積極的な運営による通いの場の展開に向け開催。
はあとふるパワーアップ体操の実践、ロールプレイを中
心として、住民主体による地域活動を始めるためのノウ
ハウ等を講座やグループワークを通じて習得できるよう
実施。
・全8回　1コース

・全12回　1コース
・従来開催していた通所型サービスCを再編成し一般介
護予防事業として開催。
・リハビリ専門職等と連携し、短期集中型の介護予防教
室として開催。地域活動に参加できる体力づくりとして、
はあとふるパワーアップ体操を中心とした運動実践講座
に栄養講座等を組み入れる予定。

有 有 有 有

・平成14年度開催当初より、鳩山町健康づくりサポー
ターの会（現在の会の発足は平成23年度。それ以前は
地域健康づくり支援者として活動）との協働事業として実
施。

・鳩山町健康づくりサポーターの会による運営
・定期的に健康運動指導士（2か月に1回）、管理栄養士
（年1回）、歯科衛生士による講座（年1回）の開催

埼玉県理学療法士会等の支援（講師等） 埼玉県理学療法士会等の支援（講師等）
はあとふるパワーアップ体操リーダーの協力（運営補助
等）

・平成27年度　参加者数　　実人数28人、延人数220人
・平成28年度　参加者数　　実人数25人、延人数204人
・平成29年度　参加者数　　実人数26人、延人数217人
・平成30年度　参加者数　実人数33人、延人数276人

参加者数
平成27年度：延べ参加者数　8,158人
平成28年度：延べ参加者数　8,773人
平成29年度：延べ参加者数　9,513人（延べ180回）
健康づくりサポーター登録数
平成27年度：32人、28年度：34人、29年度：31人

・平成29年度　参加者実人数　35人
はあとふるパワーアップ体操リーダー登録者数　33人
・平成30年度参加者実人数23人、はあとふるパワーアッ
プ体操リーダー登録者数22人
リーダー登録数　合計55人（H30.9.1現在）

平成29年度　参加者25人
平成30年度　参加申し込み者数17人9月12日より開催
中）

・教室参加後の健康づくりへの取り組み継続への支援
・新規参加者等より多くの方が参加できるような教室づく
り（プログラム等）

・新規サポーターの開拓（新規サポーターの育成）
・現サポーターの活動意欲の継続

体操リーダーの育成と地域の通いの場の拡大 教室修了後の維持、継続に係る地域の通いの場の創
設、拡大

埼玉県鳩山町
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4． 社会資源の活用の有無、内容

まちかど健康相談室（介護予防・地域交流拠点） うぇるかむ事業（閉じこもり予防事業） わこう暮らしの生き活きサービスプラザ

一般介護予防事業対象者 一般介護予防事業対象者 一般介護予防事業対象者

介護予防・日常生活支援総合事業として実施。
事業はNPO法人に委託し、常駐の管理栄養士や看護師
による各種相談のほか、孤立予防や世代間交流事業等を実施。

介護予防・日常生活支援総合事業として実施。
趣味活動や健康保持活動等を通じた閉じこもり予防事業
を業務委託により実施。（委託先は、NPO法人及び介護保険サービス事業
所の運営法人）

「新たなサービスニーズへの対応」として、高齢者の多様なニーズに応じた
包括的な保険外サービス提供の仕組の構築と、自費によるサービス購入
等の経済性に着目した新たな生活支援サービスの創出を、公民連携の取
組として推進するため、株式会社日本総合研究所が主管する「ギャップシ
ニアコンソーシアム」に参画し、コンソーシアム会員企業との公民連携に関
する協定を締結し「わこう暮らし生き活きサービス」を実施している。

有 有 有

西大和団地（UR都市機構／約1,500世帯）内の商業施設棟の店舗スペース
を活用して事業を実施。
店舗の活用に当たっては、市とURが定期借家契約を締結。（UR都市機構
の地域医療福祉拠点化事業と連動）

小学校の空き教室、公民館の他、市内のグループホーム及びサービス付
き高齢者向け住宅に併設された地域交流スペースを活用して実施。

高齢者の生活サポートに関する拠点を設置して相談員を常駐させ、生活に
関する相談や生活支援サービス等に関する情報提供を行うとともに、個人
の生活課題の解決に適したニーズに応じた、自費による商品及びサービス
の紹介と提供を行っている。具体的には、脳トレ、健康体操、ゲーム、絵作
業など。

【平成29年度実績】
事業実施回数／238回
参加者数／3,882人（延べ）

【平成29年度実績】
小学校（１施設）…実施回数33回、延べ参加人数653人
公民館（1施設）…実施回数32回、延べ参加人数807人
グループホーム（6施設）
…実施回数198回、延べ参加人数2,684人
サービス付き高齢者向け住宅（2施設）
…実施回数83回、延べ参加人数1,166人

事業参加者の高齢化

地域密着型サービス事業所には地域交流スペース（利用者と地域住民及
び地域住民相互の交流のための場所）を設けるものとすることを条例によ
り定めている。

リビングラボとして、シニアに体験してもらって、商品開発につなげる企業側
のメリットにもつなげている。

埼玉県和光市
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東京都大田区

地域ミニデイサービス フレイル予防モデル事業
地域ぐるみのフレイル予防

「大田元気シニア・プロジェクト」

地域ミニデイサービス
ボランティア（ミニデイサービスの運営）

区内南部の1自治会の住民 ・18ある地区のうちの、３モデル地区(嶺町、田園調布、糀谷)の65歳以上の
方

・虚弱な高齢者の閉じこもり予防と、地域住民との交流を通した仲間づ
くりを支援するため、身近な町会会館な度を利用して会食や趣味活
動、健康づくりなどを行う。
・月1回程度開催

東大展開しているフレイルチェックのプログラムを実施。
①	フレイルサポーター養成講座
②	フレイルチェック（6か月おきにチェック）

・３つのモデル地区ともに、地域でできるフレイル予防策を考え、その策を実
践することを目的としたコミュニティ会議を、定期開催（概ね２ヶ月に１回）す
ることで事業を進めている。
・いずれの地区においてもフレイル予防に関するポスター等を地区内に掲
示(掲示板、高齢者が集う場、店舗)しつつ、コミュニティ会議体が主催する
運動+食事のイベントを実施している。
・コミュニティ会議の参加メンバーは、事業開始時は、行政側から自治会・町
会の役員、シニアクラブ、民生委員、NPO法人に声掛けをした。行政側の参
加メンバーは特別出張所、地域包括支援センター、シルバー人材センター、
社会福祉協議会に声掛けをした。

有 有 有

区の支援：
・会場使用料、看護師、設立時の物品購入費
・ボランティア同士の情報交換・相談しあえる場の設定や講演会開催
等を通し育成・支援する。

・自治会周辺地域の医療機関や施設など社会資源の場所がわかるマップを住
民と共に作成
・「行くとこカレンダー」の作成：、地域のフレイル予防に関連する通いの場やイベ
ント等を掲載したカレンダーを作成。問い合わせ先のリストも合わせて作成。
・フレイル通信の作成：フレイルに関する取組みや情報を掲載したお便りを区民
と共に作成。

・コミュニティメンバー
・会議を進めるうちに、口コミやメンバーの声掛けにより、商店街の方、ス
ポーツジムの社員、高齢者問題に関心がある大学生、近所の薬局、イベン
ト開催時に写真係を担当できる者(何らかの特技をお持ちの高齢者)なども
参加するようになってきている。地域資源の集約と繋がりを作っていく一助
になればと思っている。
・イベント開催時：地域の集会所、特別出張所、公園、お寺などを会場として
活用。
・イベント開催時：地域にある弁当屋に注文依頼が可能。

・平成28年度
35か所で開催、利用者866人、ボランティア3,525人
・平成29年度
36か所で開催、利用者821人、ボランティア3,328人

参加者数：
　         年月： (参加者数)  備考[1回目/2回目/3回目]
 2017年12月7日  ： (13名)     13名/－/ －
 2018年2月13日  ： (18名)     18名/－/ －
 2018年4月24日  ： (18名)     18名/－/ －
 2018年6月26日  ： (15名)     10名/5名/－
 2018年8月28日  ： (18名)       4名/14名/－
 2018年10月30日 ： (19名)      3名/16名/－
 2018年12月18日 ： (18名)      5名/ 8名/5名
　　　　　　　 合計 ： (120名)    71名/43名/5名

・同日に、1回目と、2回目以降の参加者に対しフレイルチェックを実施

・モデル3地区においては、フレイル予防に関わるポスターやパンフレット等
を地域のどこか（出張所、地域包括支援センター、食料品店、商店街等)に
掲示している。
・A地区：運動+食事イベント3回(参加者234人)・会議2回開催
・B地区：運動+食事イベント2回（参加者119人）・会議4回開催
・C地区：運動+食事イベント1回(参加者69人)・会議5回開催
・3地区6か所で「スクワット・チャレンジ」(椅子を利用したスクワット運動、ICT
活用)を実施、各地区の回数確認出来るようタブレット管理している。
・平成31年3月24日に各地区の取組・実績を報告する合同発表会を予定。

・ボランティアの高齢化
・利用対象者をどう把握するか

・日常的に地域活動に参加している傾向のある住民の参
加が多く、閉じこもりの住民の参加を促す必要がある。
・継続的な参加も課題である。

コミュニティ会議参加者やイベント参加者は日頃より、積極的に表へ出る
方々であるが、頑なに引きこもりがちな高齢者（特に男性）の把握や参加を
促す良い手立てを検討する機会が得られていない。

・利用継続した方が、要介護状態となった場合などの受け入れ可否に
ついては、各ミニデイにより異なる。
・多くのミニデイに現役のファミリーヘルス推進員（※）や元ファミリーヘ
ルス推進員がボランティアとして参加している。
※ファミリーヘルス推進員：地域における健康づくりを進めるため、町
会・自治会からの推薦により区が委嘱する制度

住民約3000人中高齢化率は40％弱 平成31年3月をもって東京都健康長寿医療センターとの共同事業が終了す
る。今後は各地域の独自性を活かした展開へと切り替える。

東京都江戸川区
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1． 事業名など

2． 実施対象

3． 概要・実施方法・特徴など

5． 実績

6． 課題

7． その他、特記事項
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4． 社会資源の活用の有無、内容

介護予防体操「WAO体操2」 ＷＡＯ（輪を）地域、ＷＡＯ祭（市内全域） 介護予防サポーター研修 フレイル予防教室「毎日元気にクラス」

地域住民（一般高齢者） 地域住民（一般高齢者） ・地域住民（現在ボランテイア活動をしている方、地域活
動や介護予防に興味のある方）

・地域住民（行政区単位で参加を申込）

市で体操に必要なおもりを購入。
理学療法士による説明と数回の体操指導の後、
ＤＶＤを見ながら地域住民に主体的に体操を実施し
てもらう。

地域包括ケアシステムの構築に向けて、啓発の
場として、地域ごとにタウンミーティングを開催。地
域住民からの要望等により、認知症予防・認知症
理解啓発・フレイル予防・生活習慣予防・医療介
護連携等をテーマに多職種協働により実施。

研修内容： 全７回（6回の研修と1回のフォロー研修） 介
護予防の総論と運動・口腔機能・栄養・ 認知症について
の各論、グループワーク
研修終了後の支援：
①介護予防サポーターとしてボランティア登録等の 意向
を調査し、ボランティアのグループ化へ
→ スキルアップのための実施練習や 定例会でフォロー
②地域での自主活動を立ち上げの希望や意向を確認し、
タイムリーに相談、立ち上げの計画を支援
→地域へ出向き、活動の直接的な支援
＊研修後は決まった活動に従事するのでなく、自身で活
動内容を考える。専門職は、サポーターの『やりたい』気
持ちに応じて活動を支援。

・1回あたり約4名のお届け隊が教室を担当し、地区の公民館や集会
所を会場に、運動プログラム（ご当地体操の“やぶからぼうたいそう”
→ストレッチ→筋力運動→コーディネーション運動→ストレッチ）を毎
回実施し、栄養プログラムと社会プログラムは各回交互に20分程度
実施。
・プログラム：研究所により開発・効果検証がなされたもので、1回60
分・全20回（週1回・6ヶ月間）。
・教室終了後：地域住民による自主化を目指しており、教室終盤に社
会プログラムの一環として、保健師がコーディネーター役を務め、継
続の方法をみんなで話し合う等、継続に向けたアプローチを行ってい
る。
・教室終了後：各終了地区にて、体力測定を年に1回実施。

有 有 有 有

老人集会場等近隣で使えそうな会場を探して活用
している。

医師会・歯科医師会・薬剤師会・理学療法士会・
作業療法士会・地域包括支援センター・ＣＳＷ・生
活支援コーディネーター・介護支援専門員連絡
会・介護事業所等・介護者家族の会など。
老人集会場・ショッピングモール等にて実施

研修の実施主体は地域包括支援センターと社会福祉協
議会。
協力機関：兵庫県民局但馬長寿の郷セラピスト、養父市
国民健康保険大屋歯科診療所歯科医師、養父市ボラン
ティア活動センター、健康課管理栄養士

フレイル予防教室の担い手「笑いと健康お届け隊」の養成
各地に笑いや健康を届ける担い手となるシルバー会員（『笑いと健康
お届け隊』と命名。以下、お届け隊）を養成。
・健康づくりの専門家ではないシルバー会員が安心して教室を進める
ことができ、かつ、正確に健康情報を伝えられるよう、平成26年度以
降、年に一度、市（健康課、地域包括支援センター）、研究所、シル
バー人材センターが共同で養成研修会を開催。
これまでに1期生26名、2期生15名、3期生11名、4期生9名の計61名
のお届け隊員が誕生し、各地で活躍している。
・教室終了地区で介護予防サポーターも活躍

現在、市内１３箇所で実施（220名）。また、初回と３
か月後に数種類の体力測定を実施しており、体力
の向上が測定結果に表れている。

30年度：7地域で実施予定、ＷＡＯ祭１回（118名）
29年度：4地域（195名）
28年度：4地域（165名）

・介護予防サポーター養成数　平成29年度現在359人（高
齢者の約4％）
・介護予防サポーター活動の多様性（場づくり型、出前
型、既存型、個人型、グループ型）。活動内容は、サロン
の運営、紙芝居、近所の人を集めて体操、歌あそび、寸
劇、マジック 等。

・42行政区（825人）/154行政区（27％）の地区で最低週１回は実施）
平成26年度モデル実施3地区
平成27年度11地区
平成28年度13地区
平成29年度15地区
＊教室終了後も地区への支援を行い全地区で継続実施中

体操実施箇所の拡大（会場・テレビ等機器がない） 関心のある地域からは、繰り返し要望があるが、
地域からの声があがらないところに関心を持って
いただくことが課題。地域で見守りネットワークや
キーパーソンのいないところでは難しい。

①地域活動継続のための介護予防サポーターのフォ
ローアップ体制の強化が必要
②地域の課題に合わせた活動内容の充実
③サポーター新規参加者の減少

①教室の担い手がボランティアではなく、シルバーの仕事として位置
づけることで「小額であってもお金をもらっているのなら手際よく進め
てほしい」など厳しい声があがることもある。また、収益が期待できる
事業ではないため、シルバー人材センターの事業として成り立たせる
ことも簡単なことではない。
②シルバー人材センターの力を借りてもなお、人材養成や教室の自
主継続化には保健師の力が必要不可欠であり、徒歩圏域毎に教室
をつくるとなると保健師のエフォートがかなり大きくなり、いつかは限
界を迎えてしまうのではという不安も抱えている。

体操の指導と住民の情報交換を目的に、年1回交
流会を実施している。
また、今年度より、保健師・管理栄養士が各地域で
ミニ健康講座（高血圧・フレイル予防）を開始。保健
センター・国保・介護部門の保健師が庁内保健師連
絡会を結成し、高齢者の保健事業分野に各課横断
的に取り組んでいく体制を構築している。

今まで介護予防がメインであったが、今後地域の互助・共
助機能を強化するため生活支援も踏まえたサポーターの
養成が必要と考える。

＊平成30年度から介護予防サポーター研修からくらし安
心サポーター養成に移行し、主に互助機能を強化し、地
域でのささえあいを踏まえた生活支援の講座を実施。

〈取り組みの特徴〉
①「シルバー人材センターの会員が各地に出張し教室を運営する」と
いう仕組みをつくっていること。この仕組みは、参加者と担い手の双
方の心身機能に良い効果をもたらすとともに、これまで自主的な健康
づくりが起きにくかった地域にも健康づくりの場をつくるきっかけとな
るのではないかと期待している。
②行政区（集落）単位で教室を開催していること。地区によってばらつ
きはあるが、平均すると65歳以上の方の約37％が参加しており、集
会所など自宅から数100メートルの距離の会場で行うことで、車を使
わずに歩いていくことができるということが参加率を押し上げている要
因ではないかと考える。

兵庫県養父市大阪府泉南市
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秋田県上小阿仁村 群馬県草津町 埼玉県鳩山町 埼玉県和光市

1． 社会資源の把握や情報収集 一部、把握している している している している

2． 把握方法・内容 ・総務課で自治体で行っている事業をまとめた一
覧はあるが、一般公開はしておらず職員で共有し
ている。
・自治体内で把握していない情報で、住民から教
えてもらえる情報もある。包括支援センター内ス
タッフで情報は共有しているがリスト化はしていな
い。

町の健康増進担当課や社会福祉協議会等か
ら情報を把握している。

・担当：長寿福祉課　地域包括支援センター
・把握方法： 総合事業移行以前に、町社会福祉協議会と地域
包括支援センターとの共催事業「イキイキと暮らす支えあい講
座（ボランティア養成講座）において、講座内で地域にあるイ
ンフォーマルな社会資源の把握を行い（参加者より町内の利
用できる資源等を挙げてもらった）リスト化した。

市役所が地域資源を探索するというス
タンスでなく、各部署がそれぞれの立
場から資源を整備し、その情報を、長
寿あんしん課や地域包括ケア課でとり
まとめ、各課が共有する体制をとって
いる。

3． 情報の一元化 一部、一元化している していない している している

　　・方法  冊子及びデータとしてパソコン（庁内フォルダー内）にて保存 パソコン上で管理

　　・内容 自治体で行っている事業の一覧 ・いくつかのカテゴリに分けて、サービス等を掲載
　名称：はとまるマップ（別添あり）
・内容（カテゴリー）：　身体を動かしたい、交流したい、活躍し
たい、買い物支援サービス、家事支援サービス、配食サービ
スなど（民間業者含む）、外出支援サービス、ハウスクリーニ
ングサービスなど
（民間事業者）、訪問マッサージサービスなど（民間事業者・介
護保険）、訪問、出張理美容サービスなど（民間事業者）、そ
の他の生活支援サービス、介護保険サービス利用までの流
れ、鳩山町内の介護保険事業所一覧など。

　事業所や介護予防事業の一覧を作
成している

　　・活用  ・広報誌等で掲載。
・「介護支援専門員研修会」「生活支援体制事
業（協議体会議）」等で周知。

・地域包括支援センターにおける相談等にて来所・訪問時に
対象者の状況にあわせ必要時配布し説明、利用等を促して
いる。
・町広報紙にて、町内の地域の通いの場等の特集の際に掲
載し周知している（必要な方は地域包括支援センターにて配
布していること等含む）。
・町のホームページに掲載し広く周知している。

一覧表を出力して地域包括支援セン
ター等に配布。

　　・その他：特記事項 ― ― ― ―

4． 成果

・町内で利用できるインフォーマルサービスの把握ができた。
・インターネット等で情報を得ることが難しい町民にとって、冊
子でも発行することで、情報が得られやすくなった。

5． 課題

・平成30年度から新規に取り組んでいる「地域
ケア推進会議」を、現在の構成メンバーである
福祉部局のみならず、庁舎内各課を巻き込み
拡大強化したい。
・第７期介護保険計画の意識調査から、身近
な地区単位で、地区の課題や資源を「見える
化」する作業を、一緒に行う仕組みや仕掛け
の重要であると示唆された。

・更新方法及び更新時期
・以前より作成されているボランテイアガイド、サークルガイド
等が存在するが、情報集約する機関が分かれており、発行者
も複数となっている。これらを一元化すること。
・高齢者が利用できるサービスに特化したものとなっている。
⇒さらに子育てや障害者も含めたものにしたいという思いが
ある
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1． 社会資源の把握や情報収集

2． 把握方法・内容

3． 情報の一元化

　　・方法

　　・内容

　　・活用

　　・その他：特記事項

4． 成果

5． 課題
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東京都江戸川区 東京都大田区 大阪府泉南市 兵庫県養父市

している している している している

主に区の関連の社会資源を掲載
　 福祉部が担当している

・地域包括支援センター、社会福祉協議会等の資源
把握に努めていただいている団体への情報集約の
依頼を掛け、区で構築を進めている「地域ケア情報
見える化サイト」へ情報の随時掲載を図っている。
・各包括支援センターごとで、資源情報マップの作成
も進められている。

一元化はしていないが、地域包括支援センターが圏域
ごとで把握しており、必要な資源を介護支援専門員や
対象者へ紹介。介護支援専門員連絡会のネットワーク
にて公開相談に来た人に個別に案内

① 「養父市地域見える化シート」（各地区単位でまとめた社会資源）：社協が行っている地
域福祉連絡会（年3回実施）で、介護保険課（包括支援センター職員、第1層生活支援コーデ
イネーター）、社会福祉協議会（第2層生活支援コーデイネーター）がファシリテーターとな
り、区長・民生委員・民生協力委員・福祉委員等と一緒に地域資源をまとめたもの
② 「養父市高齢者福祉事業一覧」：介護保険課（包括センター）が中心となり、介護保険外
の高齢者を対象とした福祉サービス・生活支援・健康づくり・生きがいづくりをまとめたもの
③ 「介護・福祉タクシー一覧」④「養父市移動販売車情報一覧」（移動・買い物支援は地域
課題となっているため資源の把握のためにも作成）：包括支援センター（第1層生活支援コー
ディネーター）中心で作成。タクシーについては電話帳で調べて調査票を送付し回答を得た
り、電話帳に掲載されていない事業所については、同業者から情報収集して実施。
⑤ 「集いの場」（自治協議会主催の集いとフレイル予防教室毎日元気にクラス実施地区一
覧）：介護保険課（包括支援センター職員、第1層生活支援コーデイネーター）、社会福祉協
議会（第2層生活支援コーデイネーター）が自治協議会に聞き取り調査を実施してまとめた
もの

している している していない している

パソコン ・見える化サイトのデータベース
・包括によっては、区民配布用にマップ化されてい
る。

① 「養父市地域見える化シート」：冊子
② 「養父市高齢者福祉事業一覧」：冊子
③ 「介護・福祉タクシー一覧」：冊子
④「養父市移動販売車情報一覧」：一覧表
⑤ 「集いの場」：一覧表

　『シニアのための社会参加情報』
https://www.city.edogawa.tokyo.jp/ke
nko/fukushikaigo/jukunen/senior/inde
x.html
   生涯学習情報、ボランティアについ
て、仲間づくりについて、熟年人材セン
ター、利用可能施設について

保険内・保険外サービスの情報、地域の通いの場の
情報

① 「養父市地域見える化シート」（各地区単位でまとめた社会資源）：
・基礎データ：人口、世帯数、隣保数、民生委員・児童委員数、民生・児童協力委員数、福祉
委員数、高齢化率、後期高齢化率、ひとり暮らし高齢者数、高齢者のみの世帯数、未就学
児数、小中学生数
・人の宝：老人クラブ・子ども会・女性会の有無、ボランティアグループ、ＮＰ０
・福祉活動：ふれあい喫茶・いきいきサロン、福祉連絡会、ミニデイサービス、友愛訪問・見
守り活動
・地域の宝物マップ：集いの場、運動の場、生活支援、伝統行事等
②　「養父市高齢者福祉事業一覧」：介護保険外の高齢者を対象とした福祉サービス・生活
支援・健康づくり・生きがいづくりの事業名、内容、主催、問い合わせ先
③ 「介護・福祉タクシー一覧」：事業者名、所在地、連絡先、営業時間、夜間・緊急時対応、
利用料金、キャンセル料、対応車両、車椅子・ストレッチャー・福祉用具の貸し出しの有無、
付き添い者同乗要否、医療用具設置状況、その他事業所の特徴等
④「養父市移動販売車情報一覧」：販売業者名、住所、電話番号、販売エリア、販売商品等
⑤ 「集いの場」：事業名、実施日、場所、備考等

区のホームページにて常時公開
　
ホームページについては、65歳以上の
健診で結果返却時に配布しているリー
フレットにも記載。

主に包括支援センターに相談の際に、必要な方に対
し、適宜ご案内している。

① は地域住民が福祉連絡会で把握し、互助に役立てる。包括支援センター、高齢者相談
センター、社会福祉協議会職員が総合相談の中で適宜案内。
② ～⑤は民生委員、市内ケアマネジャ、高齢者相談センター、社会福祉協議会、福祉事業
者、市役所窓口業務で活用。

― ― ―

・③「介護・福祉タクシー一覧」④「養父市移動販売車情報一覧」については情報をまとめる
ことにより、地域課題を事業所や関係機関に再認識してもらうきっかけとなった。そこから事
業所が主体的に取り組み始めた。
・支援者・ケアマネジャや民生委員等が①～⑤を活用し、対象者にあった提案や紹介ができ
やすくなった。
 ・住民自身が②～④の情報を直接見ることができない（HＰ等に載せていない）。
　

  ホームページは、閲覧をしない高齢
者もいると考える。
そのほかの情報提供の方法も検討す
る必要がある。

それぞれの地域包括支援センターがそれぞれに情報
を持っていて、住民に情報提供しているが、一元化さ
れていない。今後、一元化について考えていきたいと
思っている。
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秋田県上小阿仁村 群馬県草津町

2． 概要
※無関心層に特化した事業
ではないが、一人暮らしの
方への電話・訪問を実施。
この中には、無関心層や情
報弱者がいると考えられ
る。⇒スタッフが交代で、週
3～4回電話している。同一
者には月1回程度の頻度に
なっている。電話での安否
確認に加え、事業の紹介と
参加勧奨、必要に応じて訪
問などを実施している。地
区の民生委員の訪問や社
会福祉協議会の事業実施
等の際にも村事業の紹介等
をお願いしている。

第７期介護保険計画の意識
調査から、以下のことが示
唆された。
・多職種協働・住民参加：高
齢者のみならず、子供や子
育て世代、障害者等が参加
できる「通いの場」の設置。
参加者が出来る範囲で出
来る事を提供し、緩く繋がる
関係が理想的かもしれない
（地域おける関係性の再構
築）。これが、自然と無関心
層へのアプローチにもつな
がる可能性がある。

　・平成28年4月に一部改正し施行された国保法において、ヘルスケアポイント事業を実施することが努
力義務となったことを受け、埼玉県ではその具体的な事業として国保保険事業において、厚生労働省に
て策定された「個人の予防・健康づくりに向けたインセンティブを提供する取組に係るガイドライン」に基づ
く「健康マイレージ事業」を、県と市町村の協働事業として位置づけて平成29年度より実施している。
・市町村が独自に同様のシステムを構築するコストを抑えて運用できるとの考えから、埼玉県が共通の基
盤を構築し、市町村等が利用するという方法をとっている。当町は、平成30年度から参加。
・健康マイレージ事業は、参加者が楽しみながら継続して健康づくりに取り組むため、歩数計によって計
測された歩数等に応じてポイントが付与され、当該付与されたポイントを抽選により賞品の交換等に活用
できる事業。
・参加できる団体は、参加表明をした県内市町村及び県内に主たる事業所がある保険者。
・歩いた分だけポイントが付くことでやる気が向上し、また、生活動作も歩数としてカウントされるため、日
常生活そのものが「運動」になるということで、無意識のうちに健康増進に繋がる事業となっている。
・事業者及び事業概要について
【選考方法】公募型プロポーザル方式
【契約者】　株式会社ＮＴＴドコモ　グループ、(代表者）株式会社ＮＴＴドコモ埼玉支店、(構成員)　ドコモ・ヘ
ルスケア株式会社、オムロンヘルスケア株式会社
　【事業概要】
＜通信会社の利点を生かしたＩＣＴの活用＞　歩数計に加え、スマートフォンやウエアラブル端末を活用し
参加者増を狙う。
＜民間企業と連携した創意工夫＞　ドラッグストア等民間事業者へのリーダー設置や自販機を歩数計
リーダーに活用し、買物ついでに歩数を記録できる仕組み。
＜楽しみながら継続できる工夫＞　割引クーポンの発行や地域対抗、リーグ式ランキング機能を利用した
競い合い等を導入。これらにより、士気を高め、継続を促すような動機づけを行っている。
＜その他＞　歩数計リーダーとして県内各所に設置するタブレットの待ち受け画面を活用して、健診受診
勧奨や各種健康づくりイベント等への参加を促す広報を行うなど、サイネージとしての利用も可能。

外出機会が少なく、社会交流が乏しい方に対して手作
業を通して、生きがいやご本人の役割を再構築し、心
身機能の維持、QOLの向上を図ることを目的に、県内
の地域リハビリテーションケアサポートセンターの指導
のもと、包括支援センター職員の社会福祉士と主任ケ
アマネジャーが担当して、2会場にて週1回、作業療法
（エコクラフトやメタリックヤーン等）を主として実施して
いる。他に、おもりを使った体操、昼食の選択と共食を
行っている。

3． 無関心層の定義
⇒ 　・健康づくりへの関心を示さない方

　・まわりからの情報を積極的に得ようとしない方
　・自宅に閉じこもりがちな方

閉じこもり傾向にある方、また軽度認知症の方等で事
業への参加が必要と認められた方を対象としている。

4． 個々へのアプローチか、
ポピュレーションアプローチ
か

ポピュレーションアプローチで、住民全体に情報を発信している。 個別担当となるケアマネージャー等からの相談・検討
を経て参加を促している。

5．
　
その他：特記事項

・参加者からは「順位を見るのが楽しみ、励みになる」「ポイントを増やしたくて、歩くことが習慣になった」
等の意見が寄せられている。

送迎が必要な方には、送迎に関して町と地域連携協
定を結んでいる町内の一介護保険事業所に依頼して
いる。

6． 成果
・鳩山町の参加者数は、平成30年10月1日現在で255人となっており、性別にはほぼ偏りはありません。
・年代では、20歳代2.9％、30歳代4.1％、40歳代10.6％、50歳代15.9％、60歳代32.7％、70歳代29.8％、80
歳代以上4.1％となっており、60歳～70歳代の方の参加が多くなっています。

 平成30年4月～平成31年2月末実績
・計43回開催、参加者数延べ441人

7． 課題
・情報の届かない(積極的に受け取らない)住民に対する、参加勧奨の方法を考えること。 将来的には地域住民によるボランティアによる運営に

移行させたい。
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一人暮らしへの電話・訪問 通いの場の設置 健康マイレージ事業 手作業の会

埼玉県鳩山町

無関心層へのアプローチ1．
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2． 概要

3． 無関心層の定義

4． 個々へのアプローチか、
ポピュレーションアプローチ
か

5．
　
その他：特記事項

6． 成果

7． 課題

無関心層へのアプローチ1．

埼玉県和光市 東京都江戸川区 東京都大田区 大阪府泉南市 兵庫県養父市

・日常生活圏域ニーズ調査の未返
送者に対して、職員、地域包括支援
センター及びヘルスサポーター等の
市民ボランティアが個別訪問を行っ
ている。郵送調査と未返送者への
訪問調査により対象者のうちで状況
が把握できた割合は95.5％と悉皆
的な調査となっている。

・市では必要な人に必要なサービス
が届くような各種施策を展開してい
る（まちかど健康相談室、うえるか
む事業、生き活きサービスプラザ
等）。無関心層のみを対象としたア
プローチは行っていない。

65歳以上の国保健診、75歳以上の後期高齢者
の健診受診者を対象としたフレイルに関する質問
項目実施
　健診受診前に質問に回答いただき、医師による
健診結果返却時に、医師からフレイルのリスクの
ある方に対し指導用リーフレットを渡していただき
声掛けしていただく。

・「大田区元気シニア・プロジェクト」（フレイル予
防）事業において、町会役員や民生委員により
イベント参加の誘いを行い、ひきこもりがちな人
に直接アプローチをしている。
・プレシニアやひきこもりがちな方を対象として、
住み慣れた地域で引き続き生活できるように
「地域デビュー応援講座」を実施している。この
講座では、社会参加と健康維持、無理なく社会
参加できるコツ、地域の社会資源の紹介を、専
門講師が行い開催している。

Ｈ28年度ニーズ調査実施後、アンケート
の返送のなかった方へＨ29年度地域包括
支援センターより訪問による調査を実施。
その中で、今後の支援の必要な方には支
援につなげた。

訪問件数：1,467件
見守り等支援継続：113件（内緊急対処3
名）

社会活動を行っていない人。
　（社会活動に参加していなくても、医療機関への
受診、健診受診をしている人に対するアプロー
チ。65歳以上の健診対象者のうち約60%の方が
受診している。）

・「無関心層」の定義は定めてはいない。
・無関心とは、何を提案しても、何度誘っても
「今度」とか「又の機会に」と回答するような人
で、日々の生活を自分の殻にこもり、外出して
も人との交わりを最小限にしているような人、ま
た、配偶者を含む他人からの提案について虚
無的に否定する人等、主に「社会参加」の観点
から論議されることが多い。

ニーズ調査におけるアンケート未返送者

ポピュレーションアプローチ ・「元気シニア・プロジェクト」では、上記記載の
通り、個々へのアプローチを実施している。
・「元気シニア・プロジェクト」では、ポピュレー
ションアプローチとして、町会回覧などの資料配
布によるアプローチを実施している。

個々へのアプローチ ・ポピュレーション（地域づくり型）
アプローチ

30年度8月～11月中旬実施（65歳以上の健診は
通年実施ではなくこの時期に実施しているため）

8～11月時点で75000人程度の65歳以上の区民
の方がフレイル項目の質問に回答した。

個別訪問により、継続支援につながった
ケースもあり、有効である。

・配偶者の誘いや、町会等の肩書のある方の
誘いで簡単に参加するものではないとの意見
がある。
・同世代の仲間の誘いであれば参加の可能性
は多少あるとの意見がある。

有効ではあるが、負担も大きい。また、現
在支援が必要ではない無関心層に関心を
持って介護予防等に取り組んでいただく
方策等必要。

健診を利用した働きかけ 訪問調査地域デビュー応援講座、直接勧誘 集いの場での情報収集

無関心に特化したアプローチは実施して
いないが、 「集いの場」(フレイル予防)に
来ている住民から心配な人（閉じこもり、
孤立、フレイル、認知症等のリスクが心配
される等）の情報を得て、職員が訪問する
等の対応を適宜おこなっている。

各種関連事業

2/2



28 

 

 

【大田区元気シニア・プロジェクト】 

１）大田区元気シニア・プロジェクトのコンセプトとロードマップ 

東京都大田区と東京都健康長寿医療センター研究所は、2016年 4月より、地域ぐるみで

フレイルの先送りと健康余命の延伸を目指す「大田区元気シニア・プロジェクト」を共同

で推進している。本プロジェクトの目的は、1）区内のモデル地区において地域ぐるみでフ

レイル予防（運動・栄養・社会参加）に取り組む仕組みを創出すること、2）その有効性を

学術的に検証すること、そして 3）他地域への波及要件を検討し区全域に取り組みを波及

させること、であり、これらをもって、大都市におけるフレイル予防のプロトタイプを提

案することを最終目標としている。 

大田区の人口規模は東京都 23 区内で 3 番目に大きく（2016 年 8 月 1 日時点の総人口

716,645人、65歳以上人口 162,443人、高齢化率 22.7%）、社会経済状態をはじめとした特

性や人的・地域資源も地区間で大きく異なる。そこで、本プロジェクト（以下、PJ）では、

区内に 18ある特別出張所地区から、東側に位置する A地区（総人口 38,301人、高齢者人

口 8797 人、高齢化率 23.0%）と西側に位置する B 地区（総人口 25,838 人、高齢者人口

5,514人、高齢化率 21.3%）および C地区（総人口 21,345人、高齢者人口 5,400人、高齢

化率 25.3%）がモデル地区として選定された。 

事業展開の枠組みとして、一般的に PDCAサイクル（Plan（計画）→Do（実行）→Check

（評価）→Act（改善））がよく用いられるが、地域課題の解決を図る上でより実際的な枠

組みとして「アクションリサーチ」という手法がある。これは、①特定地域で解決を要す

る課題の発見と分析（Plan-1）→②解決のための方策の計画と体制づくり（Plan-2）→③

計画に即した解決策の実行（Do）→④解決策実行の過程と結果の評価（Check）の過程から

構成される。①～④を繰り返し循環させることで各過程を発展的に積み重ねるとともに、

他地区への波及方法を模索していくものである。本 PJ では、このアクションリサーチに

よって、各モデル地区に適合するフレイル予防策を関係者で協議・推進した。 
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図 1は、本 PJのロードマップである。以下に、各過程の概要を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．大田区元気シニア・プロジェクトのロードマップ 

 

①Plan-1：課題の分析（地域の実態調査） 

区内在住高齢者の生活実態と健康課題を把握するため、2016 年 7 月に各地区から層化

無作為抽出された 15,500 名を対象とした「大田区シニアの健康長寿に向けた実態調査」

（自記式郵送調査）を実施し、これを本 PJ の事前評価としても位置づけた（11,925 名か

ら調査票を回収：回収率 77%）。 

実態調査によるモデル地区の特徴として、A 地区では、近所づきあいにおいて「お互い

に訪問しあう人がいる」割合が区内で 3番目に高く、親密な近所づきあいや助け合いの精

神を持つ人が多いという強みが明らかとなった。一方で、男女ともフレイル該当率が、B

地区、C 地区、他の 15 地区平均値よりも有意に高く、身体活動量や食品摂取多様性、心

理・社会機能に関する指標が有意に低いという課題も示された。また、要介護認定率（2016

年 8月 1日時点）も区内で 2番目に高かった。 

B 地区、C 地区では、フレイル該当率や運動・栄養・社会参加に関する各指標が区内 18

地区内で良好な水準にあった。また、B地区、C地区では、スマートフォンやパソコン、イ

ンターネットなど、情報通信機器の利用率が突出して高かった。一方、C 地区では、毎日

外出する女性の割合が区内最下位であることが課題として挙げられた。また、C 地区の高

齢化率は区内で最も高く、B地区、C地区の要介護認定率（2016年 8月 1 日時点）は、区

内でそれぞれ 5番目、6番目に高いという特徴も明らかとなった。 

 

②Plan-2：解決策の計画と体制づくり（協議体「コミュニティ会議」の設立） 
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2016 年 10月初旬に、実態調査の結果と地域診断結果を高齢福祉課とモデル地区の地域

包括支援センター関係者間で共有した。その後、2016年 12月に A地区で、2017年 3月に

B地区で、そして同 4 月に C地区で、協議体「コミュニティ会議」がそれぞれ設立された。

本協議体は、実態調査結果に基づく当該地区の運動・栄養・社会参加面の課題解決策につ

いてメンバーが主体的にアイデアを出し合い、その実践につなげるための拠点である。な

お、設立に先立って、A地区では 2016 年 11月に準備会（コミュニティ会議メンバー候補

者 21 名が参加）を、B 地区では 2017 年 2 月に住民向け PJ 説明会（84 名が参加）を開催

した。 

本会議には、自治会・町会、シニアクラブ、民生委員児童委員、社会福祉協議会、シル

バー人材センター、地域包括支援センター、高齢福祉課、地域福祉課、特別出張所の職員

らの他、企業・事業所らが参加した。連合会長をはじめとした町会長、シニアクラブの会

長など、各組織の代表者（いわゆるオピニオンリーダー）に本会議への参加をお願いした

ことにより、各メンバー・組織の社会的ネットワークを活かして、地区内に情報を広く拡

散する役割も担うことができた。会議は概ね毎月 1回の頻度で開催し、東京都健康長寿医

療センターのスタッフが会議のファシリテーターを務めた。 

毎回のコミュニティ会議は、主に 6～7 人グループでのワークや協議を中心とした内容

で構成した。会議設立初期は、運動や多様な食品摂取の重要性の普及とその実践を促すア

イデアを可能な限り多く出して集約し、合意形成を図るという手順を繰り返した。これに

より、各地区協議体の目指す方向性と戦略を洗練した。当初はアイデアがまとまらないこ

とや、この協議体の方向性について会議メンバーから不安の声が聞かれることもあった。

結果的には、協議体の目指すビジョンや目的について、メンバーが納得するまで議論する

ことが、その後の協議体としての団結力や活動の推進力につながった。 

 

③Do：計画に即した解決策の実行 

コミュニティ会議を進める上での全地区共通の基本的コンセプトは、1）会議メンバー

が主体となって、フレイル予防（運動・栄養・社会参加）に関する活動を創出・継続する

こと、2）地域環境を整備すること（多機関が連携して運動実践・多様な食品摂取・活発な

社会参加を普及啓発することと、これらを既存の取り組みへ実装すること）であった（図

1参照）。普及・啓発では、実態調査で特に課題として挙げられた食品摂取多様性の向上を

重点項目とし、「さあにぎやかにいただく（食品摂取多様性の向上と共食を促すための、さ

かな、あぶら、にく、ぎゅうにゅう、やさい、かいそう、いも、たまご、だいず製品、く

だもの、の頭文字をとった語呂合わせ）」の普及と実践促進を目指すこととした。 

現在、モデル 3地区では、フレイル予防の具体的取り組みとして、地区全体でポール・

ウォークと「さあにぎやかにいただく」の普及および実践活動が展開されている。例えば、

町会長が被写体となり「さあにぎやかにいただく」を宣伝するポスターや、パンフレット、

食品摂取チェック表などが行政機関窓口やスーパー、商店街等の買い物先で掲示・配布さ
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れている。また、各地区で開催様式は異なるものの、ポール・ウォーキングと多様な食品

摂取の意識づけを目的とした会食会から成るリーディング・イベントがコミュニティ会議

によって主催されている。これまでの会食会では、会議メンバーでもある地元スーパーの

多品目弁当や、町会婦人部による多様な食品を手軽に摂取できるおにぎり・みそ汁セット

等が 300～500 円で提供された。このリーディング・イベントは、2017 年 11 月～2019 年

2月までに計 12回開催されており、延べ 873名が参加した。第 1回目のプログラムが開催

されて以降、コミュニティ会議メンバーが手掛けているシニアクラブの会報や地域情報誌

等で、本プログラムや元気シニア・プロジェクト、さらには「さあにぎやかにいただく」

等が積極的に発信されるようになった。同様の内容を、各シニアクラブ等のより小規模グ

ループで開催する動き（波及効果）も出てきており、運動・栄養・社会参加の要素を含む

地域型フレイル予防プログラムとして次年度も実行される予定となっている。 

その他、スクワット回数を可視化し、適度な競争原理によってスクワット運動の実践を

啓発する「スクワット・チャレンジ」が実施された。これは、コミュニティ会議において

“高齢者が集いやすい場所において、集まったついでにスクワット運動をつい実践してし

まう環境整備ができないだろうか”という意見が出されたことから、東京都健康長寿医療

センターのスタッフと都築電機株式会社が共同でシステム開発につなげたものである。椅

子からの立ち座り（椅子スクワット）運動を実践すると、その合計回数がタブレット上に

他の設置施設の合計回数と併せて表示されるシステムであり、現在ではモデル 3地区のシ

ニアステーション等に設置し、スクワットの地区間競争がおこなわれている。 

 

④Check：取り組みのプロセス評価とアウトカム（効果）評価 

本プロジェクト期間内のプロセス評価の一覧を表 1 に示す。リーフレットやポスター、

食べポチェック表等の配布枚数は、印刷部数から残部を引くことで、大まかな枚数を算出

した。また、アウトカム評価の一部を含む本 PJの概要を 74ページに示した。 
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表 1．大田区元気シニア・プロジェクトのプロセス評価 

内容 評価項目 A地区 B地区 C地区 
3地区 

合計 

情 報 普

及 

＊1 

プロジェクト（はねぴょん） 

リーフレット配布部数 
3,836枚 4,000枚 2,940枚 

10,776

枚 

食べポポスター 配布枚数 586枚 1,037枚 292枚 1,915枚 

食べポチェック表 配布枚

数 
7,922枚 9,164枚 8,959枚 

26,045

枚 

地域情報誌などへの掲載回

数 
2回 3回 12回 17回 

町会回覧 回数 3回 3回 3回 9回 

教 育 機

会 

＊2 

講座・イベント等開催回数 17回 9回 6回 32回 

参加延べ人数 

（高齢者人口に対する割合） 

608人 

（6.9%） 

614人 

（11.1%） 

297人 

（5.5%） 

1,519人 

（7.7%） 

物的 

サ ポ ー

ト 

環境 

スクワット・チャレンジ 

設置 
あり あり あり 3/3 

スクワット・チャレンジ 

延べスクワット回数＊3 

10,6503

回 

219,679 

回 

242,119

回 

568,301

回 

スクワット・チャレンジ・ 

延べ実践人数＊3 
2571人 1234人 1535人 5340人 

フレイル予防グッズ（のぼ

り、チェック表、リーフレッ

ト）の設置・配布 

あり あり あり 3/3 

 コミュニティ会議開催回数

＊4 
24回 16回 17回 57回 

＊12016年 7月～2018年 7月末までの概算。 

＊22016年 7月～2019年 2月末までの記録。65歳以上人口は 2016年 8月 1日時点。 

＊32017年 6月～2019年 1月末までの記録。 

＊42016年 12月～2019年 3月末までの記録。 
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２）大田区元気シニア・プロジェクトの初期効果 

本 PJ において注目すべき結果は、2 年間でプロジェクト関連キーワードの認知度だけ

でなく、健康行動指標が集団（地域）レベルで向上したことである。先行事例では、認知

度は 1～2 年という比較的短期間で高められるものの、健康行動指標の向上は極めて難し

いことが報告されている。例えば、神奈川県藤沢市の身体活動普及キャンペーンでは、2

年間のキャンペーンで認知度が 34%に高まったものの、住民の身体活動量は変化しなかっ

た。また、島根県雲南市でも同様に、身体活動普及プロジェクト実施によって、その認知

度が 1 年間で 79%にまで高まったものの、実際の運動実践者割合には変化がみられず、地

域全体の運動実践者割合を 4.6%高めるのに 5 年を要している。これらと比較すると、本

PJにおいて、運動および栄養指標が区全体で 2.0～5.2%（モデル地区ではさらに 2.0～2.5%）

有意に向上した結果は、特筆すべきものといえる。 

本 PJ では、コミュニティ会議メンバーが行政機関だけでなく、自治会・町会、シニア

クラブ、民生委員、法人や事業所など、“その地域の縮図”ともいえる関係者によって構成

されたことが、大きな強みであったと考えられる。特に、各団体・組織長は多忙の中の参

加ではあったが、やはり強力なインフルエンサーとして活躍し、地区内に情報を広く伝達

できた。これが認知度の向上につながった大きな要因と考えられる。また、コミュニティ

会議でのアイデア出しによって、住民に広く受け入れられる普及ツール（リーフレットや

ポスターなど）が作成されたことも今後につながる重要な成果である。多機関が連携して

地域型プログラムを開催したことで、各地域でフレイル予防に関する機運が高まり、既存

の団体・グループでの波及的な取り組みにつながったと考えられる。 

人口規模の大きい大都市では、集いの場づくりのみではターゲット人口を十分にカバー

できない。また、様々な既存の住民団体や法人・企業が、高齢者の健康づくりに関する取

り組みを実践しているため、彼らを動員するための地域全体に対する普及啓発（ポピュレ

ーションアプローチ）が欠かせない。大都市においては、本プロジェクトのように、多機

関に“横ぐし”をさす共通キーワード（フレイル予防、ポール・ウォーク、「さあにぎやか

にいただく」など）を設定し、地域ぐるみで推進する手法も健康行動実践者を地域（集団）

レベルで増やすために有効であろう。 

一方、ポピュレーションアプローチは不可欠ではあるものの、普及された情報をキャッ

チし実際に健康行動につなげられるのは、社会経済状態が比較的良好な“関心層”に多い。

この点はポピュレーションアプローチの弱点として留意しなければならない。実際に、本

PJにおいて、フレイル認知度の関連要因を分析したところ、社会的紐帯や健康度、生活習

慣が良好な群で認知度が高く、逆に良好でない群では認知度が低いことが示された。ハイ

リスク者やフレイル予備群へのアプローチとしては、ポピュレーションアプローチだけで

なく、定期的にフレイル予防に取り組める場の創出や、その担い手を養成するなどの重層

的な対策が必要と考えられる。 
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【大田区「地域ケア情報見える化サイト ミルモネット」】 

 

１）背景：「地域ケア情報見える化サイト ミルモネット」導入の背景 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業の施行に伴い、地域包括支援センター（以降、

地域包括）は、地域にある介護保険外の生活支援や社会参加に関するサービスや活動（地

域資源）を活用して、多様化する高齢者の趣向や健康状態に応じた地域資源に高齢者をつ

ないでいくことが求められている。 

しかし、従来の地域包括による地域資源情報管理は、チラシやパンフレット等の大量な

紙媒体情報をファイリングする方式が主であった。それに起因する以下３つの課題により、

効率的に高齢者に適した地域資源情報を紹介することが困難であった、１）大量な紙媒体

情報が随時持ち込まれるためにファイリング業務に業務時間が割かれる、２）情報更新が

滞るためにファイル内の情報内容が変更・終了していることも少なくない、３）職員がフ

ァイル内の情報を把握しきれていないために情報が十分に活用されない。 

高齢者人口が増加する中で、各高齢者の適した地域資源を紹介していくためには、情報

の管理・検索ツールの活用が必須と考えた。そこで、2016年度より大田区は、東京都健康

長寿医療センター研究所と（株）ウェルモと共に、「地域ケア情報見える化サイト ミルモ

ネット」（以降、見える化サイト）の開発に取り組み（注 1、2018年 9月より大田区内で本稼

働した。 

（注 1 見える化サイトは日本学術振興会「課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進

事業」（実社会対応プログラム）の一環で開発された。 

 

２）見える化サイトの紹介：主な機能と期待される効果 

見える化サイトは、高齢者の安心な在宅生活支援に資する介護保険内・外のサービスや

プログラム（生活支援サービスや社会参加活動プログラム等を含む）に関する情報を Web

上に集約し、タブレットやパソコンで情報を管理・更新・検索できる、専門職専用のシス

テムである。主なユーザーは、地域包括やケアマネジャー、社会福祉協議会等に配置され

たコーディネーターなど（以降、専門職）を想定している。サイトの主な機能は以下 6点

である。 

① フォルダ機能により、頻回に紹介する地域資源をリスト化し、各地域包括独自の資源情

報リストをサイト内で作成・編集できる。それにより、地域資源情報の整理と検索に係

る業務時間を短縮できる。 

② マップ機能により、地域資源を地図上にプロットできる（図 1）。それにより、高齢者

が自宅周辺で通えそうな社会参加の機会・場を可視化し、高齢者の参加意欲を高めるこ

とができる。さらに、地域資源の現状（量や種類）を把握しやすくなることから、地域

に不足・充足されている資源の可視化もできる。 

③ 「絞り込み条件の選択」や「キーワード検索」機能により、高齢者の微妙なニーズに応
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えながら、地域資源を探すことができる（図 2）。それにより、総合相談業務の効率化

と質向上が期待できる。 

④ 各地域資源情報の情報更新日が記載されているので、掲載情報が最新であるかを確認

できる（図 3）。それにより、常に最新の情報を利用者に提供できる。 

⑤ 印刷機能により、地域資源の詳細情報をプリントアウトし、利用者に手渡しできる。ま

た、各地域資源の印刷回数が表示されるため、他の地域包括が紹介している頻度も知る

ことができる（図 3）。それにより、自分が紹介したことのない新たな地域資源につい

ても安心して、高齢者に紹介することができる。 

⑥ コメント機能により、特定の地域資源に関して自分なりの感想やメモを残せる。メモは

公開範囲を、所属事業所内または大田区内全地域包括のいずれかに限定できる。それに

より、質の良い地域資源に関する情報を職員間で共有することが可能となる。 

 

 
 

 

 

図１．マップによる検索と表示 
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図 2．検索機能の画面 

図 3．検索結果の画面 

情報更新日と印刷

回数が表示される 
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３）見える化サイトの運用体制：地域資源情報の登録と利用の促進に向けた取組み 

大田区では、サイトに地域資源情報を集約するために、図 4の仕組みで運用することと

した。まず、自治体主導のもとで、区内の介護保険内外の地域資源に対して、サイトへの

情報登録を勧奨した。具体的には、介護保険事業者等の専門職を対象とした研修会での登

録依頼、および地域資源への登録依頼文の通知などを行った（図 5）。また、区内の各種専

門職連絡会の協力も得た。 

登録を希望する地域資源は、ウェルモに連絡し、登録 ID を得た後で地域資源が情報入

力を行った。ただし、Web 操作が不慣れな介護保険外の地域資源に関しては、地域包括が

代行入力を行っている。それにより、地域包括が業務の中で把握した地域資源をサイト内

で一元管理できる仕組みとした。また、社会福祉協議会の情報も見える化サイトへ集約し、

地域包括と社会福祉協議会との情報共有体制を確立した。 

加えて、全地域包括職員が業務内でサイトを活用することを促すために、自治体主催で、

東京都健康長寿医療センター研究所と（株）ウェルモによるサイト導入研修を実施した。

1 回 2 時間の研修を計 4 回実施し、全ての職員の受講を促した結果、129 名が受講した。

講座では、介護保険外の地域資源を活用した社会参加活動の意義とその高齢者の健康への

効果に関する講義（研究所）、および見える化サイトの使い方をワーク形式（ウェルモ）で

学んだ。 

一連の登録勧奨活動により、2019年 2月現在、介護保険内地域資源 187 件、および介護

保険外地域資源 327件がサイト内に登録されている。 

 

４）今後の取組み：サイトが有効活用される仕組みづくり 

見える化サイトは、大田区内の地域包括および介護事業所との検討会（全 14 回）およ

び地域包括 11 事業所への聞き取り調査に基づき開発した経緯から、専門職にとって使い

勝手のよい仕様になっている。しかし、サイトの強みが最大限に活かされるためには、主

ユーザーである地域包括が業務内で積極的に活用する必要もある。地域包括の閲覧回数が

増えると、地域資源の情報登録と更新も活発化し、充実したサイトとなる。サイトの充実

化は、地域包括の総合相談業務の効率化と質向上に寄与するといった相乗効果を生み出す。 

そこで、大田区では、2016年度より住民主体の支え合い活動を促進する生活支援体制整

備事業を通して、介護保険外の地域資源を活用した高齢者の社会参加支援を地域包括に推

奨してきた。2018年度は、介護保険外地域資源の把握と見える化サイトへの登録、および

収集した情報に基づく地域アセスメントを重点取り組み業務とした。地域資源把握時の情

報収集のポイントおよび地域アセスメントの手法については、東京都健康長寿医療センタ

ー研究所が地域包括に配置された生活支援コーディネーターを対象に研修を行った（基礎

研修 3 日、フォローアップ研修 1日）。2019 年度以降は、見える化サイトを地域資源情報

の管理ツールとして、多種多様な地域資源を高齢者支援に活用する取り組みを一層強化す

る予定である。 



39 

 

＊見える化サイトの導入について 

 見える化サイトは（株）ウェルモの管理のもと都市部を中心とした全国の自治体への普

及を目指している。導入を検討する自治体は、ウェルモまたは研究所へ問い合わせいただ

きたい。なお、見える化サイトの運用コストは無料である。 

 

  

 

 

図 4．見える化サイト運用体制 

図 5．見える化サイト普及啓発チラシ（表面） 
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